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　 我が国は、国民皆保険制度等を基盤として国民の健康の維持・増進が図られ、世界最高水準の長寿社会を実現しました。

　 昨今、団塊の子供世代の高齢化、また現役世代・生産年齢の人口の減少という局面を迎えている中、医療制度については、それらの

課題に対応し、持続可能な制度を構築することが求められています。

　 これまで、21世紀初頭あたりから、国民の一人の健康づくりを視点に据えた様々な取組みが段階的に進められてきました。

　 そして、平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」において、すべての健康保険組合に対し、レセプト・健診データの分析に基

づくデータヘルス計画の作成・公表、事業実施、評価などの取組みが求められることになりました。

　 和歌山県市町村職員共済組合では、これまで第1期と第2期のデータヘルス計画を作成し、巡回健診、ドック等健診関係をはじめとす

る健康教育、健康相談等に基づいた医療分析、重症化の予防を行い、組合員及び被扶養者の健康の保持増進のために各種事業の

効果的かつ効率的な実施に努めてまいりました。

　 この度、令和5年度をもって第2期データヘルス計画が終了することから、これまでの事業の評価を踏まえて振返るとともに、将来に向け

ての保健事業の実施、短期給付財政の安定的な運営を行うため、令和6年度からの第3期データヘルス計画を策定し、第4期特定健

康診査等実施計画と併せて引続き医療分析や重症化の予防等によって健康課題の解決を図ります。

　 また、新たな保健事業、医療費増嵩対策等による健康課題の対策についても考慮しつつ、かつ当組合の現状についても周知を行い、

事業の重要性を認識していただき、積極的な事業への参加を促進し、各事業の目標・評価指数を目指して組合員及び被扶養者の健

康保持増進に努めます。

基本方針
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保険者番号

組合名称

組合員数（令和5年4月1日 現在) 18,191名 6,300

男性52.1%（平均年齢44.4歳）* 21,000

女性47.9%（平均年齢43.2歳）* 8,782

加入者数（令和5年4月1日 現在) 31,560名 263,849

所属所数 75カ所

短期財源率 106.720‰ 299,931

全体 組合員 被扶養者 331,457

特定健康診査実施率（令和3年度) 75.6% 91.4% 26.2% 90.49

特定保健指導実施率（令和3年度) 17.2% 17.7% 3.4%

　（注）記載要領参照

保

健

事

業

費

予算額（千円）

(令和5年度 注)
組合員一人当たり金額（円）

16,488

14,504

32300410

和歌山県市町村職員共済組合

特定保健指導事業費

疾病予防費

特定健康診査事業費

その他

1,154

483

a/b×100 （%）

小計　…a

346

経常支出合計（千円）　…b　

STEP１-１ 基本情報

0 1

01

0～4
5～9

10～１４
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

(万人)

男性組合員 男性被扶養者 女性組合員 女性被扶養者

・男性、女性ともに45～49歳までの割合が一番多い。

・特定保健指導実施率が低い。

2



資格
対象

所属所
性別

対象

者
特

定

健

康

診

査

事

業

1 特定健康診査

生活習慣病の予防を目的とし、健康診断の結

果に基づき、厚生労働省が定める一定基準を

超えるリスクの高い者について抽出する。

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 6,300 4

特

定

保

健

指

導

事

業

3 特定保健指導

生活習慣病の重症化予防のための生活習慣プ

ログラムを実施。

特定健康診査の結果、該当者に対して健康管

理について専門的な立場から助言、支援を行

う。

組合員

被扶養者
全て 男女

基準

該当者
21,000 2

疾

病

予

防

7
インフルエンザ予防

接種助成

【目的】感染症（季節性及び新型インフルエン

ザ）の予防を目的として実施

【概要】インフルエンザの予防接種を受けた場合

に一部を助成

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 8,782 4

7 ガン検診助成 乳ガン、子宮ガン、胃ガン、肺ガンの助成
組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 3,943 4

7 人間ドック 人間ドックを受検した場合に助成
組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 156,884 4

7 脳ドック 脳ドックを受検した場合に助成
組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 11,871 3

7 巡回検診
契約している検査機関において、30歳以上の

組合員を対象に助成
組合員 全て 男女 該当者 55,195 4

7 禁煙サポート 禁煙希望者を対象に実施 組合員 全て 男女 該当者 342 3

7
宿泊施設利用助

成

【目的】保養による心身のケア、リフレッシュ

【概要】契約している宿泊施設において、宿泊し

たときに助成

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 24,671 4

　 30　～

　 30　～

　 20　～

制限なし

事業費

(千円)

40　～　74

40　～　74

年齢

対象者

　 30　～

　 30　～

広報誌及びホームページで周知

助成者1,336人

助成対象者割合8.65％

実施期間4月から3月まで

制限なし

受検者数364人

受検対象者割合2.36％

実施期間4月から2月まで

広報誌等で周知

契約検査機関の増加

注2)

評価

振り返り

実施率21.3％

組合員21.6％

被扶養者（任意継続組合員含）

13.6％

実施期間4月から3月まで

実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

受診率の維持・向上。

対象者のキャンセルが増加。

受診率77.4％

組合員92.0％

被扶養者（任意継続組合員含）

31.9％

実施期間4月から3月まで

被扶養者に対して、受診券及び受

診案内を自宅へ送付している。

受診勧奨案内も送付している。

受診結果を収集できていない。

未受診理由を把握できていない。

事務負担が大きい。
助成対象者数7,947人

実施期間4月から3月まで

共済組合の取組

予算

科目

注１】

事業

分類

事業名 事業の目的および概要

そ

の

他

助成数9,662人

実施期間4月から3月まで
ホームページで定期的に周知

受検者数4,053人

助成対象者割合26.25％

実施期間4月から2月まで

広報誌等で周知

契約検査機関の増加

短期組合員適用により受検者増加

受検者数8,428人

受検対象者割合54.58％

実施期間4月から3月まで

受診率が低い所属所があるので、

原因を確認する必要がある。

参加者14人

実施期間9月から10月まで
広報誌及びホームページで周知

申し込んだが途中で辞める人がい

る。

STEP１-２ 保健事業の実施状況
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資格
対象

所属所
性別

対象

者

5 健康相談

【目的】こころの健康づくり

【概要】電話及びウェブサイトで組合員、家族の

健康管理、介護等の相談を実施

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1,210 3

5
メンタルヘルスカウン

セリング

【目的】こころの健康づくり

【概要】健康づくり（メンタルヘルス）に関するこ

とを電話及び電子メール、必要に応じて面談に

よる健康相談を実施

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 770 3

4
健康管理保健指

導助成

【目的】所属所主催の健康管理、健康教育、

健康指導の推進

【概要】講演又は研修会等を実施した場合に

助成

組合員 全て 男女 全員 500 3

7
事務担当者研修

会

【目的】共済制度の周知

【概要】所属所の担当者向けの研修会
組合員 全て 男女 全員 81 3

7 退職準備セミナー
55歳以上の組合員を対象とした資産・年金セミ

ナーを実施
組合員 全て 男女 該当者 380 3

7 生活健康セミナー
40歳代の組合員を対象とした家庭経済、健康

づくりについてのセミナーを実施
組合員 全て 男女 該当者 356 2

7
広報誌「共済わか

やま」の配布
共済制度の理解と認識、周知等 組合員 全て 男女 全員 1,024 4

7 医療費通知
【目的】医療費の抑制及び適正化

【概要】受診状況及び医療費の通知

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 754 3

7
ジェネリック差額通

知

【目的】医療費の抑制及び適正化

【概要】後発医薬品の差額を通知

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 67 3

7 レセプト関係処理
【目的】医療費の抑制及び適正化

【概要】医療費の適正化の確認

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 3,729 3

7
育児保健図書配

布

【目的】出産後の育児に関する不安解消及び

育児支援

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 779 4

7 保健図書配布
契約宿泊施設及び人間ドック等の契約検査機

関等の冊子
組合員 全て 男女 全員 1,293 4

共済組合の取組

予算

科目

注１】

事業

分類

事業名 事業の目的および概要
事業費

(千円)

振り返り
注2)

評価年齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

対象者

そ

の

他

制限なし
相談件数179件

実施期間4月から3月まで
希望者から匿名での電話によるメン

タルヘルスカウンセリング、面接による

メンタルヘルスカウンセリングを1人5回

まで無料実施

制限なし
相談件数59件

実施期間4月から3月まで

制限なし
5所属所に助成

実施期間4月から3月まで

制限なし

参加所属所50か所

参加者数66人

開催は4月

令和4年度よりWEB及び参集のハイ

ブリッド方式での開催

令和2年度及び3年度はコロナウイ

ルス感染症拡大のため中止

　 55　～
参加者数209人

開催期間は10月から11月
県内数か所にて開催 定年延長による参加者減少

　 40　～
参加者数21人

開催は11月

生活習慣病予防・メンタルヘルスの

自己分析を行う。

制限なし 保健事業としては年1回発行 保健事業の周知を行っている。

制限なし

医療費通知　23,001件（9月）

　　　　　　　　 29,114件（3月）
医療費の確認を行ってもらうことで、

予防等の重要性の意識付け

　 10　～
差額通知　698件（9月）

　　　　　　　767件（3月）

ジェネリック利用の差額を確認するこ

とができる。

制限なし 医療費の適正化

制限なし 申込者190人 男性育休取得者に配布

制限なし 毎年4月に1回発行

所属所へ保健事業の手引きを作成

して配布

人間ドック及び脳ドック等の冊子を組

合員へ配布

STEP１-２ 保健事業の実施状況
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資格
対象

所属所
性別

対象

者

7 家庭常備薬斡旋
疾病予防の一助として、家庭常備薬等の購入

斡旋を行う
組合員 全て 男女 全員 4

2
糖尿病性重症化

予防対策

ハイリスク者のうち、医療機関未受診者を対象と

して受診勧奨
組合員 全て 男女 該当者 3

2
高血圧性重症化

予防対策

ハイリスク者のうち、医療機関未受診者を対象と

して受診勧奨
組合員 全て 男女 該当者 3

該当者について、初回面談を受けてもうらため

に、委託業者と日程調整及び会場の確保
組合員 男女 40 ～ 74

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１：３９％以下　　２：４０％以上　　３：６０％以上　　４：８０％以上　　５：１００％以上

共済組合の取組

予算

科目

注１】

事業

分類

事業名 事業の目的および概要
事業費

(千円)

振り返り
注2)

評価年齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

対象者

該当者44名に対して、10月末に

本人宛て文書により勧奨

所属所の取組

事業名 事業の目的および概要

対象者 振り返り

(

予

算

措

置

な

し

)

制限なし 年2回実施（夏と冬） 通常より安価で購入できる。

　 40　～
該当者54名に対して、10月末に

本人宛て文書により勧奨
早期に受診し、合併症等のリスクを

減らすことで医療費を削減

受診勧奨の通知を受け取らない方

もいる。
　 40　～

共同

実施資格 性別 年齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

特定保健指導 実施期間4月から3月まで。

組合員に特定保健指導を受けてもらうため

には、所属所の協力（コラボヘルス）無し

では成り立たない。

業務多忙等の理由により初回及び中途辞

退される方が多い。

STEP１-２ 保健事業の実施状況

5



STEP１-３ 特定健診・特定保健指導の実施状況等

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%100.0%
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６５～６９歳
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５５～５９歳

５０～５４歳

４５～４９歳

４０～４４歳

自組合 全組合集計

特定保健指導対象者の減少率（組合員）では、50～54歳の層が一番高い。カ．

メタボ該当率の減少率（組合員）では、40～44歳の層が一番高い。オ．

特定保健指導の実施率は、被扶養者では45歳～54歳までの層以外は実施率0％。エ．

特定保健指導の実施率は、組合員では65歳～74歳の層が実施率0％。ウ．

特定健診の実施率は、組合員では65歳～74歳の層が低い。

被扶養者は全ての層で低い。
ア．イ．

【特定健診の実施率】
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イ．（被扶養者）

【特定保健指導の実施率】

ウ．（組合員）

エ．（被扶養者）

オ．メタボ該当率の減少率＿組合員

カ．特定保健指導対象者の減少率＿組合員
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自組合積極的支援 自組合動機付け支援

全組合積極的支援 全組合動機付け支援
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全組合積極的支援 全組合動機付け支援

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

自組合

全組合集計

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

自組合

全組合集計
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STEP１-４ 一人当たり医療費＿組合員

組合員の生活習慣病に関わる疾病の一人当たりの医療費は、高血圧症が全国平均を大きく上回っている。ク．

組合員の疾病大分類別一人当たり医療費は、新生物が全国平均を大きく上回っている。キ．

キ．疾病大分類別一人当たり医療費＿組合員・男女計 ク．生活習慣病に関わる疾病の一人当たりの医療費＿組合員

0 5000 10000 15000 20000 25000

02:新生物

22:重症急性呼吸器症候群など

09:循環器系疾患

11:消化器系疾患

04:内分泌・栄養・代謝疾患

14:腎尿路生殖器系疾患

13:筋骨格系・結合組織疾患

10:呼吸器系疾患

06:神経系疾患

07:眼・付属器疾患

19:損傷・中毒・外因性

05:精神・行動障害

15:妊娠・分娩・産じょく

12:皮膚・皮下組織疾患

01:感染症・寄生虫症

18:他に分類されないもの

03:血液・造血器・免疫障害

88:ワープロ病名等

08:耳・乳様突起疾患

21:健康影響・保険サービス

17:先天奇形変形・染色体異常

16:周産期発生病態

全組合集計 自組合

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

糖尿病

脳血管障害

虚血性心疾患

動脈閉塞

高血圧症

高尿酸血症

高脂血症

肝機能障害

高血圧性腎臓障害

人工透析

全組合集計 自組合

円 円
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STEP１-４ 一人当たり医療費＿被扶養者

被扶養者の生活習慣病に関わる疾病の一人当たりの医療費は、糖尿病が最も高く、高血圧症、高脂血症も上位にある。ク．

被扶養者の疾病大分類別一人当たり医療費は、重症急性呼吸器症候群などが最も高い。キ．

キ．疾病大分類別一人当たり医療費＿被扶養者・男女計 ク．生活習慣病に関わる疾病の一人当たりの医療費＿被扶養者

0 5000 10000 15000 20000 25000

22:重症急性呼吸器症候群など

10:呼吸器系疾患

02:新生物

13:筋骨格系・結合組織疾患

19:損傷・中毒・外因性

07:眼・付属器疾患

11:消化器系疾患

14:腎尿路生殖器系疾患

12:皮膚・皮下組織疾患

04:内分泌・栄養・代謝疾患

09:循環器系疾患

05:精神・行動障害

06:神経系疾患

88:ワープロ病名等

01:感染症・寄生虫症

08:耳・乳様突起疾患

15:妊娠・分娩・産じょく

18:他に分類されないもの

17:先天奇形変形・染色体異常

03:血液・造血器・免疫障害

16:周産期発生病態

21:健康影響・保険サービス

全組合集計 自組合

0 500 1000 1500 2000 2500

糖尿病

脳血管障害

虚血性心疾患

動脈閉塞

高血圧症

高尿酸血症

高脂血症

肝機能障害

高血圧性腎臓障害

人工透析

全組合集計 自組合

円 円
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STEP１-５ 健康分布図等

血圧値が保健指導基準値以上の者の割合は、70歳～74歳の層が最も高い。

血糖値が保健指導基準値以上の者の割合は、65歳～74歳の層が高くなっている。
コ、サ

自組合の基準値内の割合が、A・Bとも全組合に比べて低い。ケ．

ケ．健康分布図＿男女計 コ．血圧値が保健指導基準値以上の者の割合＿組合員

サ．血糖値が保健指導基準値以上の者の割合＿組合員

0% 5% 10% 15% 20% 25%

７０～７４歳

６５～６９歳

６０～６４歳

５５～５９歳

５０～５４歳

４５～４９歳

４０～４４歳

自組合

0% 5% 10% 15% 20% 25%

７０～７４歳

６５～６９歳

６０～６４歳

５５～５９歳

５０～５４歳

４５～４９歳

４０～４４歳

自組合

14.81%

8.75%

8.54%

5.97%

9.5%

9.76%

13.83%

Ａ．非肥満 Ｂ．肥満

32.41%

15.56%

6.37%

8.62%

6.43%

9.9%

7.43%

13.28%

Ａ．非肥満 Ｂ．肥満

自組合

全組合

60.95% 39.06%

62.96% 37.04%

Ａ．収縮期≧160 or 拡張期≧100

Ａ．空腹時血糖≧126 ＨbＡ1c≧6.5%

28.85%
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STEP１-５ 健康分布図等

血圧値、血糖値が保健指導基準値以上の者の割合、血糖値が保健指導基準値以上の者の割合は、70歳～74歳の層が最も高い。コ、サ

自組合の基準値内の割合が、A・Bとも全組合に比べて低い。ケ．

ケ．健康分布図＿男女計 コ．血圧値が保健指導基準値以上の者の割合＿被扶養者

サ．血糖値が保健指導基準値以上の者の割合＿被扶養者

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7%

７０～７４歳

６５～６９歳

６０～６４歳

５５～５９歳

５０～５４歳

４５～４９歳

４０～４４歳

自組合

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%

７０～７４歳

６５～６９歳

６０～６４歳

５５～５９歳

５０～５４歳

４５～４９歳

４０～４４歳

自組合

14.81%

8.75%

8.54%

5.97%

9.5%

9.76%

13.83%

Ａ．非肥満 Ｂ．肥満

32.41%

15.56%

6.37%

8.62%

6.43%

9.9%

7.43%

13.28%

Ａ．非肥満 Ｂ．肥満

自組合

全組合

60.95% 39.06%

62.96% 37.04%

Ａ．収縮期≧160 or 拡張期≧100

Ａ．空腹時血糖≧126 ＨbＡ1c≧6.5%

28.85%

ケ．健康分布図＿男女計

14.81%

8.75%

8.54%

5.97%

9.5%

9.76%

13.83%

Ａ．非肥満 Ｂ．肥満

32.41%

15.56%

6.37%

8.62%

6.43%

9.9%

7.43%

13.28%

Ａ．非肥満 Ｂ．肥満

自組合

全組合

60.95% 39.06%

62.96% 37.04%

28.85%
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人 ％

*3疾病治療の服薬あり *3疾病治療の服薬なし

人 ％ 人 ％

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

人 ％ 人 ％

*高血圧治療の服薬なし *高血圧治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

*服薬あり／なしは、問診回答で判定

*3疾病治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症いずれか１つ以上の治療薬の服薬ありを指す

人 ％

*3疾病治療の服薬あり *3疾病治療の服薬なし

人 ％ 人 ％

HbA1c 6.5% 以上 HbA1c 6.4% 以下

人 ％ 人 ％

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

HbA1c数値

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

*服薬あり／なしは、問診回答で判定

*3疾病治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症いずれか１つ以上の治療薬の服薬ありを指す

5,634 77.76

114 2.02 5,520 97.98

HbA1c実施者数 7,245 実施率 89.13

1,611 22.24

5,311 96.21 HbA1c 合計

ＨbＡ1c数値　～5.5% 484 30.04 3 0.19 94 1.70

1,352 83.92 259 16.08 209 3.79

ＨbＡ1c数値　5.6%～5.9% 556 34.51 17 1.06 83

32 0.58 380

1.50 1,925
ＨbＡ1c数値　6.0%～6.4% 221

104 1.44

13.72 39 2.42

3,006 54.46 3,587 49.51

6.88 672 9.28

34.87 2,581 35.62

160 2.21

23 1.43 58 3.60 23 0.41

ＨbＡ1c数値　6.5%～6.8% 56 3.48 52 3.23 52 0.92
ＨbＡ1c数値　6.9%～7.3%

1.95
ＨbＡ1c数値 【再掲】　8.4%～ 3 0.19 37 2.30 21 0.37 61 0.84

ＨbＡ1c数値　7.4%～ 12 0.74 90 5.59 39 0.69 141

6,304 77.55

1,316 20.88 4,988 79.12

血圧測定実施者数 8,129 実施率 100.00

1,825 22.45

4,845 97.13 血圧 合計

血圧
SBP＜130　& DBP＜85mmHg 281 15.40 425 23.29 88

493 27.01 1,332 72.99 143 2.87

1.76 3,875 77.69 4,669 57.44

15.48 1,523 18.74

130≦SBP＜140 & 85≦DBP＜90 94 5.15 287 15.73 55 1.10 970
140≦SBP＜160 & 90≦DBP＜100 88 4.82 459 25.15 976

19.45 1,406 17.30

1.11

441 5.43
180≦SBP & 110≦DBP 3 0.16 20 1.10 67 1.06 90

160≦SPB＜180 & 100≦DBP＜110 27 1.48 141 7.73 273 4.33

STEP１-６ 生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等

基準値以上のうち医療機関未受診者が、高血圧性疾患が67人、糖尿病性疾患が114人。ス、セ

受診勧奨基準値以上が958人。シ

円

シ．（生活習慣病・健診レベル判定と医療受診状況）
【リスクフローチャート】

ス．（脳卒中／心疾患）

セ．（糖尿病）

958人 537人

0 500 1000 1500 2000

受診勧奨基準値以

上

0 500 10001500200025003000

服薬あり

受診勧奨基準値以上

保健指導基準値以上

基準範囲内

健
診
受
診
者
の
健
康
レ
ベ
ル
判
定

健
診
非
受
診
者

生活習慣病レセなし 生活習慣病レセあり

人

（在職）
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STEP１-７ ジェネリック医薬品の使用状況

ジェネリック医薬品の使用状況は、10代の使用割合が低い。ソ．

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

７０～７４歳

６５～６９歳

６０～６４歳

５５～５９歳

５０～５４歳

４５～４９歳

４０～４４歳

３５～３９歳

３０～３４歳

２５～２９歳

２０～２４歳

１５～１９歳

１０～１４歳

５～９歳

０～４歳

自組合 全組合集計

ソ．（ジェネリック医薬品の使用割合）
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特徴 対策検討時に留意すべき点

基
本
情
報

保
健
事
業
の
実
施
状
況

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性

STEP２ 健康課題の抽出

組合員の年齢構成は男女ともに45～49歳の層が最も多い。 組合員の健康に対する意識向上には所属所の協力が必要である。

特定保健指導実施率が低い。 特定保健指導実施率等を組合員へ周知して、状況を把握してもらう。
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資格
対象

所属所
性別 対象者 アウトプット アウトカム

特

定

健

康

診

査

事

業

1

既

存

(

法

定

)

特定健康診査
法令に基づき40歳以上の対象者に対して、

特定健康診査を実施

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 1 特定健診受診率70％

特定保健指導対象者割合

を前年度比1％減

特

定

保

健

指

導

事

業

3

既

存

(

法

定

)

特定保健指導
組合員、被扶養者のうち該当者に対して動

機付け支援もしくは積極的支援を実施

組合員

被扶養者
全て 男女

基準

対象者
3 特定保健指導実施率45％

特定保健指導対象者割合

を前年度比1％減

疾

病

予

防

7
既

存

インフルエンザ予防接種

助成

【目的】感染症（季節性及び新型インフルエ

ンザ）の予防を目的として実施

【概要】インフルエンザの予防接種を受けた場

合に一部助成

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

7
既

存
ガン検診助成 乳ガン、子宮ガン、胃ガン、肺ガンの助成

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 1

7
既

存
人間ドック 人間ドックを受検した場合に助成

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 1 人間ドック受検者数5,170人 人間ドック受診率27％

7
既

存
脳ドック 脳ドックを受検した場合に助成

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 1 脳ドック受検者数450人 脳ドック受診率2％

7
既

存
巡回検診

契約している検査機関において、30歳以上

の組合員を対象に助成

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 1 巡回検診受診者数9,600人 巡回検診受診率62％

7
既

存
禁煙サポート 禁煙希望者を対象に実施 組合員 全て 男女 該当者 1 希望者数25人以上

禁煙成功率を100％

7
既

存
宿泊施設利用助成

【目的】保養による心身のケア、リフレッシュ

【概要】契約している宿泊施設において、宿

泊したときに助成

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

5
既

存
健康相談

【目的】こころの健康づくり

【概要】電話及びウェブサイトで組合員、家族

の健康管理、介護等の相談を実施

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

5
既

存

メンタルヘルスカウンセリン

グ

【目的】こころの健康づくり

【概要】健康づくり（メンタルヘルス）に関す

ることを電話及び電子メール、必要に応じて

面談による健康相談を実施

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

・所属所に場所の協力及び実施について重要性を促してもらう。

・特定保健指導実施率等を組合員へ周知して、状況を把握してもらう。

助成者の請求等を所属所でまとめて行ってもらうよう協力依頼する。

ガン検診の重要性を所属所から周知する。

申込者について、最後まで完遂してもらうよう所属所から依頼してもらう。

目標
予算

科目
所属所 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

そ

の

他

年齢 2024　～　2029年度

制限なし

40 ～ 74

40 ～ 74

制限なし

制限なし

制限なし

　30 ～

　30 ～

　30 ～

　30 ～

　20 ～

・特定健診受診率等を組合員に周知して、状況を把握してもらう。

・被扶養者への受診案内及び受診勧奨案内の工夫。

STEP３ 保健事業の実施計画
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資格
対象

所属所
性別 対象者 アウトプット アウトカム

4
既

存

健康管理保健指導助

成

【目的】所属所主催の健康管理、健康教

育、健康指導の推進

【概要】講演又は研修会等を実施した場合

に助成

組合員 全て 男女 全員 1
各所属所への利用を促進す

る。

組合員の健康への意識付け

を行う。

7
既

存
事務担当者研修会

【目的】共済制度の周知

【概要】所属所の担当者向けの研修会
組合員 全て 男女 全員 1

7
既

存
退職準備セミナー

55歳以上の組合員を対象とした資産・年金

についてのセミナーを実施
組合員 全て 男女 該当者 1 参加者の増員

7
既

存
生活健康セミナー

40歳代の組合員を対象とした家庭経済、健

康づくりについてのセミナーを実施
組合員 全て 男女 該当者 1 参加者の増員

7
既

存

広報誌「共済わかやま」

の配布
共済制度の理解と認識、周知等 組合員 全て 男女 全員 1

7
既

存
医療費通知

【目的】医療費の抑制及び適正化

【概要】受診状況及び医療費の通知

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

自身の医療費を把握して、医

療費の抑制及び適正化を図

る。

7
既

存
ジェネリック差額通知

【目的】医療費の抑制及び適正化

【概要】後発医薬品の差額を通知

組合員

被扶養者
全て 男女 該当者 1

ジェネリック差額通知により、

ジェネリックとの差額を確認して

もらう。

7

既

存

(

法

定

)

レセプト関係処理
【目的】医療費の抑制及び適正化

【概要】医療費の適正化の確認

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

医療費の内容を委託会社へ

依頼して内容審査を行い、適

正化を図る。

7
既

存
育児保健図書配布費

【目的】出産後の育児に関する不安解消及

び育児支援

組合員

被扶養者
全て 男女 全員 1

7
既

存
保健図書配布

契約宿泊施設及び人間ドック等の契約検査

機関等の冊子
組合員 全て 男女 全員 1

7
既

存
家庭常備薬斡旋

疾病予防の一助として、家庭常備薬等の購

入斡旋を行う。
組合員 全て 男女 全員 1

2
既

存

糖尿病性重症化予防

対策

ハイリスク者のうち、医療機関未受診者を対

象として受診勧奨受診勧奨
組合員 全て 男女 該当者 1 受診勧奨者数50人以下

2
既

存

高血圧性重症化予防

対策

ハイリスク者のうち、医療機関未受診者を対

象として受診勧奨
組合員 全て 男女 該当者 1 受診勧奨者数30人以下

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１．共済組合　　２．所属所が主体で保健事業の一部としても活用　　３．共済組合と所属所との共同事業

受診勧奨者の医療機関受

診率100％

　40　～

制限なし

(

予

算

措

置

な

し

)

制限なし

　40　～

受診勧奨の問い合わせがあった時には、所属所からも受診勧奨を行ってもらうよう協力依頼す

る。

　10　～

制限なし

制限なし

　40　～ それぞれ専門員による講演で、理解を深めてもらう。

制限なし 保健事業の周知として組合員へ配布する。

制限なし

制限なし 所属所毎に健康づくりの意識向上、予防等の講演又はセミナーを実施してもらう。

制限なし 保健事業等について、所属所へ説明を行う。

　55　～ それぞれ専門員による講演で、組合員に理解を深めてもらう。

注２)

実施

主体

実施計画 目標

年齢 2024　～　2029年度

予算

科目

注１)

事業

分類

所属所 事業の目的および概要

対象者
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